
半田市政に関する要望 

【Ⅰ. 防災対策の強化推進】 

1.津波想定値の見直しと緊急避難先の確保 

・現行想定されている津波の規模(高さ)の見直しとその想定値に基づいたハザー

ドマップ（海抜や津波の高さ別の予想浸水エリア分布図記載など）の改定 

・市内にあるオフィスビル・マンション等と提携した、安全に避難できる緊急避

難場所の確保 

・市内地域別の避難場所、避難場所への経路と受入体制について明記された津波

用避難マップの整備 

2.防災行政無線等災害情報伝達手段の充実・強化 

・津波発生時に被害が予想される沿岸地域への迅速な災害情報伝達を図る、防災

行政無線の増設 

・防災行政無線以外にも市内全域に災害情報を周知できる伝達手段の充実と迅速

かつ正確な情報伝達の徹底強化 

3.防災意識の強化促進 

・学校教育における子供の防災意識を向上させる活動の充実 

・地域住民に対する地域社会と連携した防災意識の醸成・強化 

 

【Ⅱ．中小企業対策の充実】 

1.公共事業の前倒しと市内中小企業への優先かつ適正価格での発注促進 

・第6次総合計画事業の早期予算化と前倒し発注の促進 

・市内中小企業への優先発注、発注規模または内容によっては市内に本店または本

社を有する業者に限定した発注の促進 

・公的備品購入時における地元商店の積極的利用 

・適切な積算に基づく最低制限価格を設けた入札制度の促進 

・公共事業の市外受注企業に対する地元企業活用への更なる指導 

2.地元消費喚起の促進 

・地元消費の喚起による景気浮揚、地域経済の活性化、そして市内建設業振興を目

的とする「プレミアム建設券」（市内建設業者のみ受注限定）の発行による補助

や「住宅リフォーム促進事業助成金」の創設 



3．地産地消の推進 

・市の発注業務における地場産品（工業製品を含む）の積極的活用 

・地場産品三州瓦の利用促進補助金の創設（新築住宅等促進補助金） 

・「知多酒で乾杯」運動推進への協力  

4．企業活動活性化への支援 

・中小事業者の知的財産権取得に対する補助制度の創設 

・中小事業者の販路開拓に対する補助制度の創設 

・償却資産税の軽減（新規取得資産に対する税率の引き下げ） 

・企業誘致促進に向けた法人市民税超過課税の撤廃 

5．商店街及び商業振興への支援 

・空き店舗対策事業の対象エリアの拡大 

・創業者の補助に加え、既存事業者への店舗新改装等の設備投資補助制度の創設 

・新規商店街形成への支援 

【Ⅲ．観光振興の推進】 

1．観光拠点の整備推進 

・半田運河周辺の黒板囲い倉庫群など歴史的建造物の保全・活用と景観整備早期実

現による賑わいの創出 

・半田運河周辺の魅力拡大と観光客の回遊性向上を図るための、照明・緑化をはじめ

とする遊歩道の早期整備 

・JR半田駅北空き地を活用した半田運河周辺エリアの観光客用の駐車場確保 

・市内観光施設を結ぶ循環バスの運行など、回遊性向上のための交通網の整備 

2．文化財建造物等の保存活用 

・旧中埜家住宅、赤レンガ建物、等、半田市の誇る文化財建造物の保存・活用の推進 

・建造物保存を目的とした積立金（特定財源）の再構築 

・旧中埜半六邸の早期利活用 

3．山車会館の建設推進 

・「山車のまち半田」を象徴するシンボル施設の建設 

4．おもてなし気運の醸成 

・半田ふるさと検定の普及支援 

5．観光案内・情報発信の強化推進 

・ふるさと雇用再生特別基金事業終了以降の知多半田駅前観光案内所の継続運営 



・第7回はんだ山車まつり、新美南吉生誕100年の情報発信強化に向けた、知多半

田駅前PRセンターの開設 

6．新美南吉記念館エリアの整備推進 

・名鉄半田口駅からの回遊性促進に向けた環境整備 

・観光土産品、農産物販売コーナーの拡充整備 

【Ⅳ．都市基盤・環境整備の推進】 

1．道路網の早期整備 

・衣浦大橋の抜本的渋滞緩和策としての衣浦海底トンネル通行料の無料化の実現 

・乙川環状線道路未着工区間の早期整備促進 

・交差点（亀崎町6）改良等、潮干橋から国道247号への交通渋滞緩和対策促進 

2. 市街地整備の推進  

・中心市街地活性化基本計画の積極的推進 

・名鉄青山駅周辺の鉄道高架事業に連動した地域活性化事業の推進 

3．半田市のホームページを活用した市内工事情報の提供 

・交通渋滞による事業活動遅延を回避するための、市内工事情報の早期提供 

4．企業誘致の積極的推進 

・企業誘致用地の確保及び優遇措置等の推進方策の早期策定 

5．臭気対策の推進 

・家畜糞尿を起因とする臭気対策の推進 

6．エネルギー対策の強化 

・企業の休業日変更に伴う保育園の日曜保育等、夏期節電対策支援 

・住宅用太陽光発電システム設置費・家庭用燃料電池システム設置費補助金の拡充、

太陽光発電システム設置に係る事業所向け補助制度の創設等による代替エネル

ギーの活用推進 

【Ⅴ．人材育成の推進】 

・市民上げての教育改革の推進 
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